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IMF世界経済見通し(2021年10月時点) 小幅下方修正
中国の不動産問題の今後の行方に注目が集まる
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1/2出所）図表1、2はIMFのデータをもとにニッセイアセットマネジメントが作成

図表1：IMF世界経済見通し 2021年10月時点

IMF世界経済見通しとは？
IMF（国際通貨基金）が毎年2回、通常は4月と10月に発表する世界経済に関する中期的な予測のこ
と。なお、1月および7月にデータを更新したアップデート版が発表される。IMFという国際機関が
中立の立場で発表していることから恣意性が入りにくく、参考にする投資家も多いと言われる。

2021年の世界全体の成長率予測を小幅下方修正
IMFは12日に公表した最新の世界経済見通しで、
2021年の実質GDP(国内総生産)成長率予測を前年
比+5.9%とし、前回7月の見通しから0.1ポイント下
方修正しました(図表1)。先進国の見通しは物流網の
混乱による供給不足等を理由に下方修正されました。
一方、新興国は新型コロナウイルスの感染拡大の影
響から下方修正された国もあるものの、原油や商品
価格の上昇により産油国や資源国などが上方修正さ
れたことから全体では小幅な上方修正となりました。
IMFはワクチン接種の進展状況や財政支援等によっ
て生じている、先進国と一部の新興国の間の成長力
格差は大きな問題であると指摘しています。また、
IMFは新型コロナウイルスの感染再拡大や、世界的
なインフレにより、経済成長の下振れリスクは大き
いとの認識を示しました。

ユーロ圏を除く主要国の成長率予測が下方修正
先進国・地域の2021年の実質GDP成長率は前年
比+5.2%と、前回から0.4ポイント下方修正されま
した(図表2)。行動制限が解除されつつあり、観光
業を中心に回復がみられるフランス・イタリアがけ
ん引したユーロ圏は0.4ポイント前回から上方修正
されました。一方で、人手不足や物流網の混乱等に
よる供給制約の影響などから米国は1.0ポイント、
緊急事態宣言等により経済活動が停滞した日本は
0.4ポイント前回から下方修正されました。また、
新興国全体では、0.1ポイント前回から上方修正さ
れたものの、公共投資の大幅な縮小等を背景に、中
国は0.1ポイント前回から下方修正されました。(図
表1、2)。IMFは12日に公表した世界の金融システ
ムのリスクを点検する報告書の中で、中国不動産業
界の問題は世界の資本市場に影響を及ぼしうると警
鐘を鳴らしており、今後、世界経済に与える影響を
注視していく必要がありそうです。

図表2：主要国の2021年実質GDP成長率見通し

（注）各国・各地域の実質GDP成長率（前年比）
※1 インドは年度ベース（各年の4月～翌年３月）
※2 インドネシア、マレーシア、フィリピン、タイ、ベトナム
※3 オーストラリアは2021年4月時点との比較
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